
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成23年２月10日

【四半期会計期間】 第69期第３四半期（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

【会社名】 双信電機株式会社

【英訳名】 ＳＯＳＨＩＮ　ＥＬＥＣＴＲＩＣ　ＣＯ.,ＬＴＤ.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　鶴田　栄一

【本店の所在の場所】 長野県佐久市長土呂800番地38

（上記は登記上の本店所在地であり、実際の業務は下記「最寄りの連絡場

所」のとおりであります。）

【電話番号】 ０２６７（６７）４１３１

【事務連絡者氏名】 取締役経営企画室長　上岡　崇

【最寄りの連絡場所】 東京都港区三田三丁目13番16号　三田43ＭＴビル13階（東京本社）

【電話番号】 ０３（５７３０）４５００（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役経営企画室長　上岡　崇

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

双信電機株式会社(E01983)

四半期報告書

 1/28



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第68期

第３四半期連結
累計期間

第69期
第３四半期連結
累計期間

第68期
第３四半期連結
会計期間

第69期
第３四半期連結
会計期間

第68期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 6,821,6388,989,1362,584,4052,983,3459,673,454

経常利益（△は損失）（千円） △468,655 485,633 41,250 176,706△395,277

四半期（当期）純利益

（△は損失）（千円）
△492,995 397,244 34,401 159,828△590,183

純資産額（千円） － － 11,499,31911,709,26911,435,138

総資産額（千円） － － 14,317,83114,909,22714,646,570

１株当たり純資産額（円） － － 737.19 750.65 733.07

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（△は損失）（円）
△31.60 25.47 2.21 10.25 △37.83

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 80.3 78.5 78.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△234,306 222,624 － － △69,424

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
444,671△54,975 － － 389,312

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△55,176△129,262 － － △93,576

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 454,791 573,912 534,006

従業員数（人） － － 873 884 866

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 884 (68)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。

(2）提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 410 (24)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

当社グループ（当社および連結子会社）は従来より事業部門別にて記載しておりましたが、「セグメント情報

等の開示に関する会計基準」の適用に伴い、第１四半期連結会計期間よりセグメント情報に関連づけて記載して

おります。

　

　①　生産実績

当第３四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
　　至　平成22年12月31日）

前年同四半期比（％）

産業機器市場　　　　　（千円）

情報通信機器市場　　　（千円）

その他　　　　　　　　（千円）

 1,634,976

1,142,272

287,911

 －

－

－

合計 3,065,159 －

（注）１. セグメント間の取引については相殺消去しており、金額は販売価格によっております。　

      ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。　

　②　受注状況

当第３四半期連結会計期間の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(千円）　　
前年同四半期比

（％)
 受注残高（千円）

前年同四半期比

（％)

産業機器市場 1,434,415 － 901,129 －

情報通信機器市場 998,492 － 486,693 －

その他 272,545 － 159,736 －

合計 2,705,452 － 1,547,558 －

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　③　販売実績

当第３四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
　  至　平成22年12月31日）　

前年同四半期比（％）

産業機器市場　　　　　（千円） 1,576,557 －

情報通信機器市場　　　（千円） 1,123,873 －

その他　　　　　　　　（千円） 282,915 －

合計 2,983,345 －

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

　　　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報

告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

 
当第３四半期連結会計期間における経済情勢は、中国を中心とした需要の拡大や、各種の経済対策等を背景に

企業業績は緩やかな回復基調で推移いたしましたが、欧州での金融不安や長期化の様相を呈してきた円高、デフ

レ経済の進行などの不安材料から景気の回復は鈍化してきております。

当社グループを取り巻く事業環境は、携帯電話やパソコン等の情報通信機器市場において一時的な在庫調整が

ありましたが、産業機器市場は設備投資関連の需要が高水準で推移するなど、全体的には前年度後半から好調な

需要が継続いたしました。

このような事業環境の中で当社グループにおきましては、産業機器市場で主力としている工作機械、半導体製

造装置用を中心としたノイズ関連市場向け製品の需要が高水準で推移し、鉄道信号用製品は中国鉄道、国内整備

新幹線の新規投資等により増加いたしました。情報通信機器市場におきましては、携帯電話基地局用等の情報通

信インフラ向け製品や情報通信端末向け製品は当第３四半期連結会計期間に入り一服感が出てきたものの、前年

同四半期に比較し好調に推移いたしました。

これらの結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は29億83百万円（前年同期比15.4％の増加）と増加いたし

ました。

損益につきましては、売上高の増加に加え、徹底したコスト改善活動推進により、営業利益は１億59百万円

（前年同期10百万円の損失）、経常利益は１億76百万円（前年同期比328.4％の増加）、四半期純利益につきま

しては１億59百万円（前年同期比364.6％の増加）となりました。

当第３四半期連結累計期間の業績におきましても、設備投資関連需要を中心に全般的に好調に推移したことか

ら、売上高は89億89百万円（前年同期比31.8％の増加）、営業利益は４億78百万円（前年同期６億７百万円の損

失）、経常利益は４億85百万円（前年同期４億68百万円の損失）、四半期純利益は３億97百万円（前年同期４億

92百万円の損失）となりました。

なお、従来は単一セグメントとして事業の種類別セグメント情報を記載しておりませんでしたが、「セグメン

ト情報等の開示に関する会計基準」の適用に伴い、当連結会計年度から製品市場別に構成する戦略ビジネスユ

ニットに基づき、セグメント情報を記載しております。

各セグメント業績は次のとおりでありますが、当連結会計年度から新たに記載しているため前年同期比較はし

ておりません。

〔産業機器市場〕

当セグメントの売上高は15億83百万円となりました。

主として設備投資関連需要の回復により半導体製造装置、工作機械、医療機器市場向けを中心にノイズ関連市

場向けのノイズフィルタが好調に推移いたしました。鉄道信号用のＬＣフィルタは、当第３四半期に国内整備新

幹線の新規投資が始まったことで上半期に比べ増加しております。また、自動車用の厚膜印刷基板は上半期に比

べて若干減少いたしました。

営業利益は１億44百万円となりました。

なお、当第３四半期連結累計期間の売上高は45億16百万円、営業利益は２億68百万円となりました。　

〔情報通信機器市場〕

当セグメントの売上高は11億29百万円となりました。

情報通信インフラ市場は、北米市場向けの基地局用ＬＣフィルタやカプラ、バランの需要が拡大し上半期は好

調に推移いたしましたが、当第３四半期に入り減速感が出てまいりました。情報通信端末市場におきましては、無

線ＬＡＮ、ブルートゥース用の積層誘電体フィルタは上半期は好調に推移いたしましたが、当第３四半期には一

時的な在庫調整により減少しております。ノート型パソコン向けの厚膜印刷基板は好調な市場に支えられ堅調に

推移いたしました。

営業利益は15百万円となりました。

なお、当第３四半期連結累計期間の売上高は36億36百万円、営業利益は１億78百万円となりました。

〔その他〕

当セグメントの売上高は２億88百万円となりました。

当事業は上記に含まれない実装事業が主な内容であり、自動車用を中心に比較的堅調に推移いたしました。

営業利益は５百万円となりました。

なお、当第３四半期連結累計期間の売上高は８億92百万円、営業利益は34百万円となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、５億73百万円（前年同四半期末比１億19百万円

の増加）となりました。当第３四半期連結会計期間のキャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりでありま

す。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られたキャッシュ・フローは、１億80百万円（前年同四半期は２億59百万円の支出）となり

ました。税金等調整前四半期純利益が１億75百万円、減価償却費が１億34百万円となり、売上債権の増加が１億41

百万円となったこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動に使用されたキャッシュ・フローは、40百万円（前年同四半期は２億40百万円の収入）となりまし

た。有形固定資産の取得による支出１億51百万円、定期預金の減少56百万円、ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント

・システム）による余剰資金としての短期貸付金の減少59百万円が主なものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動に使用されたキャッシュ・フローは、62百万円(前年同四半期比39百万円の増加）となりました。　こ

の内容は配当金の支払額であります。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１億68百万円であります。

なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。  
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

                 普通株式 34,000,000

計 34,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,600,000 15,600,000
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数100株

計 15,600,000 15,600,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日
－ 15,600 － 3,806,750 － 951,687
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（６）【大株主の状況】

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。

 

（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

 平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式         1,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 　 15,595,300 155,953 －

単元未満株式 普通株式  　　　 3,600 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 　　  　　　　15,600,000 － －

総株主の議決権 － 155,953 －

 （注）「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、証券保管振替機構名義の失念株式が1,000株（議決権10個）含ま

れております。

②【自己株式等】

 平成22年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

双信電機株式会社
長野県佐久市

長土呂800番地38
1,100 － 1,100 0.01

計 － 1,100 － 1,100 0.01

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 485 454 413 385 394 375 361 370 648

最低（円） 411 363 369 345 328 326 310 320 353

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 645,671 734,407

受取手形及び売掛金 3,846,165 3,541,632

商品及び製品 77,618 55,673

仕掛品 258,928 277,922

原材料及び貯蔵品 516,053 382,524

繰延税金資産 23,473 9,178

短期貸付金 3,291,092 3,562,449

その他 392,332 279,685

貸倒引当金 △604 △3,366

流動資産合計 9,050,728 8,840,104

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 4,849,872 4,794,762

減価償却累計額及び減損損失累計額 △3,481,426 △3,391,914

建物及び構築物（純額） 1,368,446 1,402,848

機械装置及び運搬具 7,098,093 7,110,850

減価償却累計額及び減損損失累計額 △6,319,332 △6,166,363

機械装置及び運搬具（純額） 778,761 944,487

土地 1,005,722 994,557

建設仮勘定 180,313 26,244

その他 506,139 494,966

減価償却累計額及び減損損失累計額 △447,490 △462,097

その他（純額） 58,649 32,869

有形固定資産合計 3,391,891 3,401,005

無形固定資産 69,164 91,538

投資その他の資産

投資有価証券 204,253 223,190

前払年金費用 2,007,172 1,917,908

繰延税金資産 7,752 1,296

その他 187,417 207,029

貸倒引当金 △9,150 △35,500

投資その他の資産合計 2,397,444 2,313,923

固定資産合計 5,858,499 5,806,466

資産合計 14,909,227 14,646,570
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,206,482 1,164,159

短期借入金 180,000 200,000

未払法人税等 63,919 27,071

未払金 299,162 397,516

賞与引当金 196,538 333,347

役員賞与引当金 10,200 －

その他 272,609 131,247

流動負債合計 2,228,910 2,253,340

固定負債

繰延税金負債 856,413 833,610

退職給付引当金 75,730 71,391

役員退職慰労引当金 36,442 53,091

資産除去債務 2,463 －

固定負債合計 971,048 958,092

負債合計 3,199,958 3,211,432

純資産の部

株主資本

資本金 3,806,750 3,806,750

資本剰余金 3,788,426 3,788,426

利益剰余金 4,366,493 4,078,441

自己株式 △816 △746

株主資本合計 11,960,853 11,672,871

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 11,559 20,195

為替換算調整勘定 △263,143 △257,928

評価・換算差額等合計 △251,584 △237,733

純資産合計 11,709,269 11,435,138

負債純資産合計 14,909,227 14,646,570
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 6,821,638 8,989,136

売上原価 5,388,902 6,373,019

売上総利益 1,432,736 2,616,117

販売費及び一般管理費 ※1
 2,040,678

※1
 2,137,873

営業利益又は営業損失（△） △607,942 478,244

営業外収益

受取利息 27,449 18,018

受取配当金 6,879 5,243

物品売却益 － 28,394

助成金収入 95,265 －

その他 44,342 25,873

営業外収益合計 173,935 77,528

営業外費用

支払利息 1,725 1,246

持分法による投資損失 2,452 －

為替差損 24,085 64,491

その他 6,386 4,402

営業外費用合計 34,648 70,139

経常利益又は経常損失（△） △468,655 485,633

特別利益

固定資産売却益 1,145 1,210

貸倒引当金戻入額 1,570 993

特別利益合計 2,715 2,203

特別損失

固定資産売却損 12 72

固定資産除却損 2,778 3,832

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 16,863

その他 － 3,800

特別損失合計 2,790 24,567

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△468,730 463,269

法人税、住民税及び事業税 13,963 59,234

法人税等調整額 10,302 6,791

法人税等合計 24,265 66,025

少数株主損益調整前四半期純利益 － 397,244

四半期純利益又は四半期純損失（△） △492,995 397,244
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 2,584,405 2,983,345

売上原価 1,906,449 2,111,697

売上総利益 677,956 871,648

販売費及び一般管理費 ※1
 688,902

※1
 711,892

営業利益又は営業損失（△） △10,946 159,756

営業外収益

受取利息 8,346 6,045

受取配当金 905 1,158

為替差益 3,572 －

物品売却益 － 10,976

助成金収入 25,542 －

その他 16,034 11,525

営業外収益合計 54,399 29,704

営業外費用

支払利息 611 381

持分法による投資損失 237 －

為替差損 － 11,012

貸倒引当金繰入額 443 －

その他 912 1,361

営業外費用合計 2,203 12,754

経常利益 41,250 176,706

特別利益

固定資産売却益 △9 －

特別利益合計 △9 －

特別損失

固定資産売却損 － 72

固定資産除却損 12 624

その他 － 112

特別損失合計 12 808

税金等調整前四半期純利益 41,229 175,898

法人税、住民税及び事業税 4,229 11,364

法人税等調整額 2,599 4,706

法人税等合計 6,828 16,070

少数株主損益調整前四半期純利益 － 159,828

四半期純利益 34,401 159,828
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△468,730 463,269

減価償却費 428,961 387,358

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,073 △29,053

退職給付引当金の増減額（△は減少） △6,231 4,339

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 9,250 △16,649

賞与引当金の増減額（△は減少） 170,313 △139,509

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － 10,200

受取利息及び受取配当金 △34,328 △23,262

支払利息 1,725 1,246

持分法による投資損益（△は益） 2,452 －

有形固定資産売却損益（△は益） △1,133 △1,138

有形固定資産除却損 2,778 3,832

売上債権の増減額（△は増加） △386,410 △306,980

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,595 △136,243

仕入債務の増減額（△は減少） 160,474 45,795

前払年金費用の増減額（△は増加） △31,992 △89,264

その他 △242,384 174,350

小計 △399,923 348,291

利息及び配当金の受取額 35,426 23,735

利息の支払額 △1,725 △1,257

法人税等の支払額 △21,086 △161,572

法人税等の還付額 153,002 13,427

営業活動によるキャッシュ・フロー △234,306 222,624

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 104,003 128,347

有形固定資産の取得による支出 △344,315 △455,957

有形固定資産の売却による収入 2,277 6,710

無形固定資産の取得による支出 △24,859 △3,279

投資有価証券の取得による支出 △4,751 △3,050

投資有価証券の売却による収入 － 15

子会社株式の取得による支出 △568 －

関係会社出資金の払込による支出 － △58,723

短期貸付金の増減額（△は増加） ※2
 705,078

※2
 252,178

その他 7,806 78,784

投資活動によるキャッシュ・フロー 444,671 △54,975

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） ※2
 38,433 △20,000

自己株式の取得による支出 △15 △70

配当金の支払額 △93,594 △109,192

財務活動によるキャッシュ・フロー △55,176 △129,262

現金及び現金同等物に係る換算差額 △13,481 △5,654

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 141,708 32,733

現金及び現金同等物の期首残高 313,083 534,006

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 7,173

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 454,791

※1
 573,912
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 (1) 連結の範囲の変更

　前連結会計年度において持分法適用子会社であった㈲双立電子は、有限

会社から株式会社に改組し、会社名を双信パワーテック㈱といたしまし

た。また、同社は重要性が増したため、第１四半期連結会計期間より連結の

範囲に含めております。

(2) 変更後の連結子会社の数

　　６社

２．持分法の適用に関する事項の変更 持分法適用非連結子会社　

(1) 持分法適用非連結子会社の変更

　前連結会計年度において、持分法適用子会社であった㈲双立電子は、有限

会社から株式会社に改組し、会社名を双信パワーテック㈱といたしまし

た。また、同社は重要性が増し、第１四半期連結会計期間より連結の範囲に

含めたため、持分法適用の範囲から除外しております。

(2) 変更後の持分法適用非連結子会社の数

　　０社

３．会計処理基準に関する事項の変更　 資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用し

ております。これによる営業利益及び経常利益への影響は軽微であり、税金

等調整前四半期純利益は13,106千円減少しております。また、当会計基準の

適用開始による資産除去債務の変動額は7,308千円であります。　
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【表示方法の変更】
　

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書関係）

１．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

２．前第３四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「物品売却益」は、当第

３四半期連結累計期間において営業外収益総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間より区分掲記す

ることといたしました。

なお、前第３四半期連結累計期間の「物品売却益」の金額は13,541千円であります。

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結貸借対照表関係）

　　前第３四半期連結会計期間において、流動負債に区分掲記しておりました「未払費用」は、当第３四半期連結会計期間

において資産総額の100分の10以下となったため、当第３四半期連結会計期間より流動負債の「その他」に含めて表示

することといたしました。　

　　なお、当第３四半期会計期間の「未払費用」の金額は98,848千円であります。

　

（四半期連結損益計算書関係）

１．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。　

２．前第３四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「物品売却益」は、当第

３四半期連結会計期間において営業外収益総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結会計期間より区分掲記す

ることといたしました。

なお、前第３四半期連結会計期間の「物品売却益」の金額は6,219千円であります。

３．前第３四半期連結会計期間において、営業外費用に区分掲記しておりました「貸倒引当金繰入額」は、当第３四半期

連結会計期間において営業外費用総額の100分の20以下となったため、営業外費用の「その他」に含めて表示すること

といたしました。

なお、当第３四半期連結会計期間の「貸倒引当金繰入額」は350千円であります。
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【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

たな卸資産の評価方法 　たな卸資産の評価方法は、当第３四半期連結会計期間末におけるたな卸高の

算出に関して、実地たな卸を省略し第２四半期連結会計期間末の実地たな卸

高を基礎として合理的な方法により算出する方法としております。また、たな

卸資産の簿価切り下げに関して、収益性が低下していることが明らかなたな

卸資産のみ正味売却価額を見積もる方法としております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。　
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【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費中の主要な費目および金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費中の主要な費目および金額は

次のとおりであります。

研究開発費 468,709千円

給与賃金・賞与金 578,342千円

賞与引当金繰入額 56,981千円

退職給付費用 76,813千円

役員退職慰労引当金繰入額 10,105千円

貸倒引当金繰入額 512千円

 

研究開発費 499,068千円

給与賃金・賞与金 522,467千円

賞与引当金繰入額 68,237千円

退職給付費用 69,541千円

役員賞与引当金繰入額 10,200千円

役員退職慰労引当金繰入額 10,111千円

 

 

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費中の主要な費目および金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費中の主要な費目および金額は

次のとおりであります。

研究開発費 160,599千円

給与賃金・賞与金 158,647千円

賞与引当金繰入額 56,981千円

退職給付費用 25,339千円

役員退職慰労引当金繰入額 3,454千円

貸倒引当金繰入額 512千円

　

研究開発費 168,727千円

給与賃金・賞与金 134,762千円

賞与引当金繰入額 68,237千円

退職給付費用 21,672千円

役員賞与引当金繰入額 3,400千円

役員退職慰労引当金繰入額 3,549千円

　

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成21年12月31日現在） 　（平成22年12月31日現在）

 

現金及び預金勘定 583,021千円
預入期間が３か月を超える
定期預金

△128,230千円

現金及び現金同等物 454,791千円
 

 

現金及び預金勘定 645,671千円
預入期間が３か月を超える
定期預金

△71,759千円

現金及び現金同等物 573,912千円
 

※２　当社および一部の連結子会社は、日本碍子㈱が導入し

ているＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システ

ム）に参加しております。短期貸付金および短期借入

金の増減額は、ＣＭＳに係るものであります。

※２　当社および一部の連結子会社は、日本碍子㈱が導入し

ているＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システ

ム）に参加しております。短期貸付金の増減額は、ＣＭ

Ｓに係るものであります。
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　15,600,000株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　　 1,164株

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

　　配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資　

平成22年６月25日

定時株主総会
普通株式 46,797 3 平成22年３月31日平成22年６月28日利益剰余金

平成22年10月28日

取締役会
普通株式 62,395 4 平成22年９月30日平成22年12月３日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

　当社グループは電子部品専門メーカーとして、同一セグメントに属する複合回路部品、コンデンサ、集積回路

他の製造販売を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。　

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　当社グループは電子部品専門メーカーとして、同一セグメントに属する複合回路部品、コンデンサ、集積回路

他の製造販売を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。　

　

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。　

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。　

　

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 北米 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 25,905 390,971 89,913 506,789

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － 2,584,405

Ⅲ　連結売上高に占める

    海外売上高の割合（％）
1.0 15.1 3.5 19.6

　　

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 北米 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 65,188 1,078,266 211,603 1,355,057

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － 6,821,638

Ⅲ　連結売上高に占める

    海外売上高の割合（％）
1.0 15.8 3.1 19.9

　（注）１．国又は地域は、地理的な近接度により区分しております。

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

(1）北　　　米………米国、カナダ

(2）ア　ジ　ア………東アジア諸国および東南アジア諸国

(3）そ　の　他………ヨーロッパ諸国他

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が、経営資源の配分決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもの

であります。

　当社グループは、フィルタ、コンデンサ、厚膜印刷基板等を製造、販売しており、製品市場別に戦略ビジネス

ユニット（以下ＳＢＵ）を置き、各ＳＢＵは、対象市場において国内および海外の包括的な戦略を立案し、事

業活動を展開しております。

　したがって、当社グループはＳＢＵを基礎とした市場別のセグメントから構成されており、「産業機器市

場」、「情報通信機器市場」の２つを報告セグメントとしております。

　「産業機器市場」は産業用機械、鉄道、自動車市場向製品を販売しております。「情報通信機器市場」は情

報通信インフラ市場向、情報通信端末市場向の製品を販売しております。　

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　当第３四半期連結累計期間　（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）　　　　　（単位：千円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

産業機器
市場

情報通信
機器市場

計

売上高        

外部顧客への売上高 4,499,4783,619,0598,118,537　 874,118　　
8,992,655　

　
△3,519

8,989,136　

　

セグメント間の内部売上
高又は振替高

17,48917,267　 34,756　 18,725　 53,481　 △53,481　　 －

計 4,516,9673,636,326　 8,153,293　 892,843　 9,046,136　 △57,000　 8,989,136　

セグメント利益 268,098178,740446,83834,652481,490△3,246478,244

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＳＢＵで管理していない実装製品

等を含んでおります。　

　　　２．セグメント利益の調整額△3,246千円は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等であります。　

　　　３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

　　当第３四半期連結会計期間　（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日）　　　　　（単位：千円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

産業機器
市場

情報通信
機器市場

計

売上高        

外部顧客への売上高 1,576,5571,123,8732,700,430　 285,556　　
2,985,986　

　
△2,641

2,983,345　

　

セグメント間の内部売上
高又は振替高

7,025 5,612　 12,637　 2,942　 15,579　 △15,579　　 －

計　 1,583,5821,129,485　 2,713,067　 288,498　 3,001,565　 △18,220　 2,983,345　

セグメント利益 144,35015,879160,2295,271165,500△5,744159,756

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＳＢＵで管理していない実装製品

等を含んでおります。　

　　　２．セグメント利益の調整額△5,744千円は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等であります。　

　　　３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項はありません。　
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（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成

20年３月21日）を適用しております。

　

〈金融商品関係〉

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　企業集団の事業の運営において重要なもののうち、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められるもの

はありません。

　

（有価証券関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　有価証券については、当該有価証券が当社の事業の運営において重要なものとなっていないため、記載しておりま

せん。

 

（デリバティブ取引関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

　該当事項はありません。

 

〈資産除去債務関係〉

　　　　当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　資産除去債務については、当該資産除去債務が当社の事業の運営において重要なものとなっていないため、記載

しておりません。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 750.65円 １株当たり純資産額 733.07円

２．１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額(△) △31.60円 １株当たり四半期純利益金額 25.47円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額(△)の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失(△)（千円） △492,995 397,244

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

(△)（千円）
△492,995 397,244

期中平均株式数（株） 15,598,970 15,598,891

　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 2.21円 １株当たり四半期純利益金額 10.25円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益（千円） 34,401 159,828

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 34,401 159,828

期中平均株式数（株） 15,598,949 15,598,836

 

（重要な後発事象）

 　　　　該当事項はありません。

　

（リース取引関係）

 　　　当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

 　　　　該当事項はありません。　　
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２【その他】

　平成22年10月28日開催の取締役会において、当期中間配当に関し次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額………………………62,395千円

（ロ）一株当たりの金額……………………………………4円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日……………平成22年12月３日

（注）平成22年９月30日現在の株主名簿に記載された株主に対し、支払を行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月８日

双信電機株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 森　谷　和　正　　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中　島　達　弥　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている双信電機株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、双信電機株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

　　　報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年２月７日

双信電機株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 森　谷　和　正　　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中　島　達　弥　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている双信電機株式会社の

平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、双信電機株式会社及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

　　　報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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